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諮問庁：金融庁長官 

諮問日：平成２８年６月２０日（平成２８年（行個）諮問第１０６号） 

答申日：平成２８年７月２８日（平成２８年度（行個）答申第８０号） 

事件名：本人に係る保険会社に関する苦情受付票の不訂正決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

保険会社に関する苦情受付票（以下「文書１」という。）に記録された保有

個人情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）の訂正請求につき，不訂

正とした決定は，妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

   行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）２

７条１項の規定に基づく本件対象保有個人情報及び応接メモ（以下「文書２」

という。）に記録された保有個人情報の訂正請求（以下「本件訂正請求」とい

う。）に対し，平成２８年３月２５日付け金監第７３７号により，金融庁長官

（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った一部訂正決定（以下「原

処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

   異議申立ての理由は，異議申立書の記載によれば，おおむね次のとおりであ

る（なお，意見書の内容は省略する。）。 

法３０条１項の規定により，「１．保険会社に対する苦情受付票を訂正しな

い旨の決定」をしたが，保険会社に対する苦情相談で私と同じくする立場の付

添い人がいる中で，私の身分と名刺を提示し，「保険会社詐欺と申立て証拠も

提示し」，また，昨年度の特定資料Ａまで提示し，コピーした中で，この度も，

後日「Ｈ２８年４月１８日付けの特定資料Ｂを提示している。」中で保険金詐

欺と訂正を求めたものであるが，仮に，国が苦情受付票作成するに当たり，私

の訴えた内容は，従来の「詐欺」と異なり，「徳島県と保険会社がぐるになっ

て，保険金詐欺をしていると訴えた。」よって「保険金詐欺」であり，明確に

訂正を求めたものである。（以下，略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

異議申立人が，平成２８年２月２９日付けで，四国財務局長（なお，本件訂

正請求は，法３３条１項に基づき，平成２８年３月８日付けで金融庁長官に移

送された。）に対して行った保有個人情報訂正請求（本件訂正請求）に関し，

諮問庁が，法３０条２項に基づき，同年３月２５日付け金監第７３７号で本件

訂正請求に係る保有個人情報の一部を不訂正とした処分（原処分）をしたとこ
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ろ，これに対し異議申立て（以下「本件異議申立て」という。）がされたが，

以下のとおり，原処分を維持すべきものと思料する。 

 １ 本件訂正請求について 

本件訂正請求は，異議申立人が平成２８年２月３日付け金監第２４６号によ

り開示決定を受けた，保険会社に関する苦情受付票（文書１。以下，第３にお

いて「本件苦情受付票」という。）及び応接メモ（文書２。以下，第３におい

て「本件応接メモ」という。）に記録された保有個人情報について，その一部

の訂正を求めるものである。 

２ 原処分について 

原処分は，本件応接メモに記録された保有個人情報のうち異議申立人が訂正 

を求める部分は，事実でないことが判明したとして，訂正する旨の決定を行っ 

たが，本件苦情受付票に記録された保有個人情報のうち異議申立人が訂正を求 

める部分は，不訂正とする旨の決定を行った（以下，当該不訂正部分を「本件

不訂正部分」という。）。 

 ３ 原処分の妥当性について 

 （１）訂正請求対象情報該当性について 

ア 保有個人情報の訂正請求については，①法２７条１項において，同項 

１号ないし３号に該当する自己を本人とする保有個人情報について，その

内容が事実ではないと思料するときに行うことができると規定され，②そ

の対象は「事実」であって「評価，判断」には及ばないと解される。 

イ ①本件不訂正部分は，本件訂正請求に先立ち，異議申立人が法１２条 

１項の規定に基づき行った開示請求に対して開示された本件苦情受付票に

記録された自己を本人とする保有個人情報であることから，法２７条１項 

１号に該当する。また，②本件不訂正部分は，特定財務事務所の担当者と

苦情の申出人である異議申立人との応答内容を記載した部分であると認め

られることから，法２７条１項の訂正請求の対象となる「事実」に該当す

るものと認められる。 

（２）訂正の要否について 

ア 「保険会社に関する苦情受付票」の目的について 

 金融庁においては，金融機関の監督事務に関し，その基本的考え方，監

督上の評価項目，事務処理上の留意点等について記載された監督指針を策

定し，公表している。 

金融庁は，保険会社に対する監督事務について「保険会社向けの総合的

な監督指針」を策定しており，同指針Ⅲ－１－７－２によれば，保険会社

に対する監督上，参考になると考えられるものについては，その内容を記

録するものとし，特に有力な情報と認められるものについては，速やかに

金融庁担当課に報告するものとされ，その様式として「保険会社に関する

苦情受付票」が定められている。 
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このように，「保険会社に関する苦情受付票」が，金融監督当局に寄せ 

られた相談・苦情等の内容について，保険会社に対する監督事務を遂行す

る上での参考資料とし，又は内部報告することを目的とした文書であるこ

とに鑑みれば，もとより記載内容の正確性は求められるものではあるもの

の，相談・苦情等を受け付けた職員がその申出人と応接した際の応答内容

を逐語的に記載することまで求められているものではなく，相談・苦情等

の内容を概括的に把握できるものであれば足りるのであって，担当職員に

おいて申出人との応答内容を端的に要約したり，表現を取捨選択するなど

して記載することは当然に許容されているものと認められる。 

したがって，その記載内容については，相談・苦情等の申出人が重要な

事実であると考える内容が記載されていなかったり，申出人の意に沿わな

い表現が用いられたりしたとしても，前記目的に反しない範囲での要約 

といえる限り，法２９条の訂正義務を生じさせるものではない。 

   イ 本件異議申立てに係る訂正請求について 

本件苦情受付票は，異議申立人が，平成２７年１２月２８日，特定財務

事務所に来所し，同年１１月１９日に発生した交通事故に関する保険会社

の対応についての相談を行ったため，同事務所職員が，その内容を記録す

るため作成したものである。 

そして，本件苦情受付票を確認すると，本件不訂正部分が含まれる段落

には，異議申立人より，大要，保険会社の対応が詐欺に値する不当なもの

であり，調査・指導を求めるとの申出があった旨，記載されている。 

この点について，異議申立人は本件不訂正部分である「詐欺」との記載

を「保険金詐欺」に訂正するよう求めているが，仮に，異議申立人が 

「保険金詐欺」であると述べていたとしても，本件不訂正部分の記載は前

記目的の範囲内での要約と認められ，異議申立人が請求するような訂正を

しなければ前記目的に反すると認めるべき事情は存しない。むしろ，異議

申立人の請求に沿った訂正を行うと，訂正箇所を含む段落の文章が全体 

として誤解を招く表現となり，かえって前記目的を達成する上での妨げ 

となりかねない。したがって，法２９条に基づく訂正義務があるとは認め

られない。 

４ 結語 

以上のとおり，原処分は妥当であり，異議申立人の主張は理由がないから，

諮問庁は，これを維持するのが相当であると思料する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年６月２０日 諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年７月１３日    異議申立人から意見書を収受 
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④ 同月２６日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件訂正請求について 

本件訂正請求は，異議申立人が，法１２条１項に基づき開示請求を行い，平

成２８年２月３日付け金監第２４６号により一部開示決定された①保険会社に

関する苦情受付票（文書１）及び②応接メモ（文書２）に記録された保有個人

情報の一部について，訂正を求めるものである。 

処分庁は，上記のとおり，異議申立人が訂正すべきと主張する箇所のうち，

文書２に係る部分については，当該保有個人情報が事実でないことが判明した

ため訂正するとしたが，文書１に係る部分（本件不訂正部分）については，訂

正をしなければならない場合に該当しないとして不訂正とする原処分を行った

ところ，異議申立人は，原処分を取り消し，本件不訂正部分の訂正を求めてい

る。 

これに対し，諮問庁は，原処分を維持することが適当であるとしていること

から，以下，本件不訂正部分の訂正請求対象情報該当性及び訂正の要否につい

て検討する。 

２ 訂正請求対象情報該当性について 

（１）本件対象保有個人情報は，異議申立人が法１２条１項の規定に基づき行っ

た開示請求に対して，処分庁から開示された自己を本人とする保有個人情報

であることから，法２７条１項１号に該当すると認められる。 

（２）当審査会において，本件対象保有個人情報を確認したところ，本件対象保

有個人情報は，異議申立人から特定財務事務所に寄せられた相談・苦情等の

内容が記載された保険会社に関する苦情受付票（文書１）に記録された保有

個人情報であり，異議申立人が訂正を求める部分は，異議申立人と特定財務

事務所の担当者との応答内容を記載した「苦情内容」欄に記録された部分で

あると認められることから，法２７条１項の訂正請求の対象となる「事実」

に該当するものと認められる。 

３ 訂正の要否について 

 （１）異議申立人が訂正を求める保険会社に関する苦情受付票（文書１）につい

て，諮問庁は，理由説明書（上記第３の３（２）ア）において，①金融監督

当局に寄せられた相談・苦情等の内容については，保険会社に対する監督事

務を遂行する上での参考資料とし，又は内部報告することを目的とした文書

であること，②記載内容の正確性は求められるものではあるものの，相談・

苦情等を受け付けた職員がその申出人と応接した際の応答内容を逐語的に記

載することまで求められているものではなく，相談・苦情等の内容を概括的

に把握できるものであれば足りることから，担当職員において申出人との応

答内容を端的に要約したり，表現を取捨選択するなどして記載することは許

容される旨説明している。 
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（２）異議申立人が訂正を求める本件不訂正部分は，当該苦情受付票の「苦情内

容」欄に記載されている異議申立人との応答内容に係る部分であるが，上記

（１）のように，当該苦情受付票が監督事務を遂行する上での参考資料とし，

又は内部報告することを目的とする書類であることに鑑みると，担当した職

員が異議申立人と応接した際の応答内容を逐語的に記載することまで求めら

れているものではなく，苦情等の処理の経過を概括的に把握できるものであ

れば足りるのであって，担当職員において異議申立人との応答内容を端的に

要約するなどして記載することは当然に許容されているものと認められる。 

したがって，その記載内容については，苦情等の申出人である異議申立人

が重要な事実であると考える内容が記載されていなかったり，異議申立人の

意に沿わない表現が用いられたりしたとしても，当該苦情受付票の上記目的

に反しない範囲での要約といえる限り，事実でないとはいえないため，法２

９条の「訂正請求に理由があると認めるとき」に該当せず，訂正義務がある

とは認められない。 

（３）そこで検討すると，異議申立人は，「苦情内容」欄に「詐欺」と記載され

た部分を「保険金詐欺」と訂正することを求めているところ，異議申立人が

訂正を求める部分の記載は，当該苦情受付票の目的の範囲内での要約と認め

られ，訂正をしなければ上記目的に反するとまではいえないことから，当該

部分について，法２９条に基づく訂正義務があるとは認められない。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものではない。 

５ 本件不訂正決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象保有個人情報の訂正請求につき，不訂正とした決

定については，本件対象保有個人情報は，法２９条の保有個人情報の訂正をし

なければならない場合に該当するとは認められないので，妥当であると判断し

た。 

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 




